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（資料７－１）

　

※公債費のうち、平成16・20年度については借換分を除いています。

一般会計予算の主な目的別予算の推移＜上位6件：過去10年間＞
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平　成　21　年　度　一　般　会　計　予　算
平成21年度の歳入は、景気の後退が続いている影響で、中心となる住民税・法人税が落込むこと

による減収が大きなものとなっています。また、新市建設計画事業の進展による投資的経費の増加

もあり、市債の占める割合が大きくなっています。

一方、歳出は、障害者自立支援のための給付費など社会保障関係経費の増加などによる民生費、

市債の元利償還を示す公債費が大きな割合を占めています。

市税<市民税・固定資産税など>

545億1906万7千円

（44.1％）

繰入金・使用料及び

手数料・諸収入など

107億3626万5千円 （8.6％）

国庫支出金
<使い方を特定して国が支払うお金>

141億879万3千円

（11.4％）

地方交付税
<国が配分するお金>

127億円 （10.2％）

地方特例交付金・

地方譲与税など

17億6498万8千円

（1.5％）

県支出金・地方消費税

交付金など

90億1668万7千円

（7.4％）

市債<市が借り入れる長期の借入金>

207億5420万千円

（16.8％）

一般会計予算

歳入

1236億円

自
主
財
源

依
存
財
源

民生費

399億4218万3千円

（32.3％）

公債費

171億6056万1千円

（13.9％）総務費

162億6727万2千円

（13.2％）

土木費

154億8939万4千円

（12.5％）

衛生費

154億7623万5千円

（12.5％）

消防費

41億9748万2千円（3.4％）

教育費

107億6457万6千円

（8.7％）

商工費

17億3385万6千円（1.4％）

観光費

10億2825万8千円（0.8％）
その他

15億4018万3千円（1.3％）

一般会計予算

歳出

1236億円

上段の円グラフに示す15件の目的別予算のうち、ウェイトの高い6件を過去10年間で推移し

ました。先に述べたとおり衛生費や土木費が伸びを見せる中、教育費が減少する財政構造となっ

ています。

奈良市の財政状況 （平成21年10月1日改訂版）
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●奈良市の市税収入と市債残高の推移

※市民１人当たりの市債残高は約51万円です。

●市債借入額の推移
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行　財　政　改　革　の　背　景
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市税はバブル経済が崩壊した影響等もあり所得の減少や土地の評価が下落の一途を辿り、平成20

年度では12年前に比して約71億円も減少しています。

この結果奈良市では行政需要を維持するため、国からの補助金、地方交付税を受けるとともに、国

や銀行からの借入金で補てんしてきました。

しかし、国からの補助金や地方交付税に代わる税源移譲も十分な結果となっておらず、本市財政は

大変厳しい状況となっています。

市債の借り入れに際しては、後年度の元利償還金が財政負担とならないように、地方交付税で国か

らの補てんを受けて償還できる市債を借り入れるよう留意しています。



●財政調整基金年度末残高の推移

財政調整基金年度末残高の推移

（単位：百万円）

●行財政改革の成果の主なもの

職員数の状況（各年度4月1日現在）

(単位：人)

●土地開発公社の状況

土地開発公社保有土地年度末残高の推移

(単位：百万円)
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

3,354 3,316

平成21年度

31,478 29,662 21,621 21,422 22,132

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

3,272 3,208 3,149

対17年度からの
削減人数

△ 38 △ 82 △ 146 △ 205

平成21年度決算見込

1,771 1,813 2,972 1,483 851

平成17年度決算 平成18年度決算 平成19年度決算 平成20年度決算

市税の減収を借入金等で補てんして住民サービスの維持向上を図ってきましたが、三位一体

の改革の影響等もあり、平成20年度にはこれまでに積み立てきた貯金を大幅に取り崩す結果

となりました。

厳しい財政状況を健全化するためには、行財政改革の推進が絶対的な条件であり、そのため

の方策として、市税の徴収率の向上・受益者負担金の見直し・未利用土地等の処分・新たな収

入源の確保の歳入対策と、人件費の削減や事務事業の再編整理などの歳出対策を進めています。

下記表は、その中の取り組みである職員数の削減、土地開発公社の保有土地の縮減について

現状を説明しています。

職員数は平成17年度の職員数から平成22年度までに180人の削減と、民間委託や民営化

の推進で、平成26年度までに300人の削減の合計480人の削減計画を進めています。

土地開発公社の保有土地は市の債務保証に基づく借入金により取得したものです。

将来の財政負担を軽減するために、土地開発公社の健全化対策として利子補給や買取を推

進しています。

平成18年3月に策定した「土地開発公社の経営の健全化に関する計画」に基づき、平成

22年度末における公社保有地の残高を145億8百万円に縮減する計画です。



368,592人

（収　入）

（千円） （構成比：％） （円）

市税 54,519,067 44.1 147,912

分担金及び負担金 1,233,327 1.0

使用料及び手数料 2,655,508 2.2

財産収入 1,285,081 1.0

寄附金 157,500 0.1

諸収入 2,132,479 1.7

繰入金 3,272,370 2.6 8,878

地方譲与税 870,000 0.7

地方特例交付金 820,000 0.7

地方交付税 12,700,000 10.2

交通安全対策特別交付金 70,000 0.1

国庫支出金 14,108,793 11.4

国有提供施設等所在市町村助成交付金 4,988 0.0

利子割交付金 510,000 0.4

配当割交付金 410,000 0.3

株式等譲渡所得割交付金 100,000 0.1

地方消費税交付金 3,100,000 2.5

ゴルフ場利用税交付金 310,000 0.3

自動車取得税交付金 320,000 0.3

県支出金 4,266,687 3.5

市債 20,754,200 16.8 56,307

123,600,000 100.0 335,330

（支　出）

（千円） （構成比：％） （円）

人件費 27,503,154 22.3 食費 74,617

扶助費 19,847,334 16.1 教育費・医療費等 53,846

公債費 17,160,191 13.8 ローン返済 46,556

　小　　計 64,510,679 52.2 　小　計 175,019

維持補修費 1,839,302 1.5 家の補修・車の修繕費 4,990

物件費 18,222,306 14.7
光熱水費・日用品費・保守点検

費等 49,438

補助費等 8,466,102 6.9
生命保険・自治会費等各種会

費・家族のお小遣い等 22,969

積立金（基金への積立） 235,685 0.2 貯金 639

貸付金・投資出資金 1,462,000 1.2
知人に貸したり、投資した
お金 3,966

繰出金（特別会計への繰出） 11,714,298 9.5 子供への仕送り 31,781

　小　　計 41,939,693 34.0 　小　計 113,784

普通建設事業・災害復旧事業 17,099,628 13.8 増改築等
家の増改築・車・大型家電
の購入等 46,392

予備費 50,000 0.0 その他 非常用のお金 136

123,600,000 100.0 335,330

投資的経費

生 活 費 （決
ま っ て い て
省けない生
活費）

その他の生
活費

計

奈　良　市　（一般会計） 一般家庭

義務的経費

消費的経費

77,521

県
か
ら
の
お
金

妻の実家からの援助 24,463
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 計

 計

その他

計

預金の取り崩し

依存財源

国
か
ら
の
お
金

夫の実家からの援助

自主財源

給料・ボーナス

雑収入（パート収入・不動産収
入など）

銀行からの借入

20,250

家　計　に　た　と　え　た　ら　

（4月1日　総人口）

奈　良　市　（一般会計） 一般家庭

平成21年度奈良市一般会計の予算額を、市民の総人口で除して、市民一人当たりの額を家計簿の

形に見立ててみました。



（資料７－２） 

 
 
 
 
 「平成二十年度決算報告 奈良市の財政状況【一般会計歳入・歳出の決算】」 
 →「奈良しみんだより 平成２１年（２００９年）１１月号」２～５ページの記事

です。 
http://www.city.nara.nara.jp/www/contents/1147398578221/files/simin2111.pdf 

 
 
 
 「特集 愛し愛される奈良をめざして 平成２１年度の予算をお知らせします」 
 →「奈良しみんだより 平成２１年（２００９年）５月号」２～５ページの記事で

す。 
http://www.city.nara.nara.jp/www/contents/1147398578221/files/simin2105.pdf 

 



















（資料１９－１）

情報政策課の事業経費（平成２１年度予算）

事務事業名 事業内容 事業費（千円）

電子計算機等関連事業
ホストコンピュータを利用したオンライン処理業務やバッチ（定型）処理
業務等の適用業務を適正かつ効率的に管理運営する。（住民記録・市県民
税・国民健康保険料・介護保険、財務会計、人事給与等……３２業務）

344,919

住基ネットワークシステム関連事業

住民基本台帳ネットワークシステムの維持管理。（各市町村の住民基本台
帳のネットワーク化を図り、都道府県や指定情報処理機関の住民票のうち
４情報（氏名・住所・生年月日・性別）、住民票コードとこれらの変更情
報を更新することにより、全国共通の本人確認処理を行う）

18,648

情報系ネットワーク関連事務
電子自治体の基盤となる情報系ネットワークを構築し、庁舎内外の施設に
パソコンを配備し、行政事務の効率化を図るとともに、ＩＴ社会に対応す
る情報基盤を整える。

86,641

地域イントラネット基盤施設整備事業

地域イントラネット基盤施設整備事業により、学校、図書館、公民館、市
庁舎、出張所などの公共施設を高速大容量の通信回線で結ぶ「地域公共
ネットワーク」を整備する。この情報ネットワークを活用して各種の住民
サービスを提供するほか、行政事務の効率化を進める。

74,170

電子申請汎用受付システム導入経費
奈良県及び県下各市町村が汎用受付システムを共同で構築し、講座申込、
施設予約、各種行政手続の申請届出等適用業務を順次開発していく。

17,472

地域ケーブルテレビ施設整備事業

・地域イントラネット基盤施設整備事業で整備した情報通信基盤を利用し
た地域ケーブルテレビの自主放送・緊急放送機器の維持管理を行う。
・こまどりケーブル㈱による、月ヶ瀬・都祁地域の地上デジタル放送対
応、ブロードバンドサービス提供の事業が安定供給できるよう事業費の一
部を負担している。

10,756



１ 学校・家庭・地域の連携の強化に向けて

子どもたちは、学校だけではなく、家庭や地域で、多くの出会いや体験を通して学んでいきます。

奈良市における二つの連携推進事業の関係

○○○○○○○○中学校区中学校区中学校区中学校区 地域教育協議会地域教育協議会地域教育協議会地域教育協議会

中学校会議

地域

コーディネーター
○○○○○○○○小学校区小学校区小学校区小学校区

「「「「夢夢夢夢・・・・教育プラン教育プラン教育プラン教育プラン」」」」協議会協議会協議会協議会

□□□□□□□□小学校区小学校区小学校区小学校区

「「「「夢夢夢夢・・・・教育プラン教育プラン教育プラン教育プラン」」」」協議会協議会協議会協議会

「夢・教育プラン」
コーディネーター

「夢・教育プラン」
コーディネーター

登下校安全

・中学校区でめざす子ども像や解決したい教育課題・中学校区でめざす子ども像や解決したい教育課題・中学校区でめざす子ども像や解決したい教育課題・中学校区でめざす子ども像や解決したい教育課題

・中学校区内における人材の募集・共有・中学校区内における人材の募集・共有・中学校区内における人材の募集・共有・中学校区内における人材の募集・共有

・小中の合同行事など・小中の合同行事など・小中の合同行事など・小中の合同行事など

全 体 会 議

子どもたちは、学校だけではなく、家庭や地域で、多くの出会いや体験を通して学んでいきます。

しかし、近年の少子化や地域社会の変化により、豊かな人間関係のなかで子育てや教育活動を行

うことが難しい状況となってきています。

そこで学校、家庭や地域の人々がそれぞれの役割を果たすとともに、互いに連携を密にし、力を

合わせて子どもを育てることは今後ますます重要となってきます。学校が地域の拠点となって、地

域ぐるみで子育てや教育活動を行うことで、子どもの教育活動を充実させるとともに、地域コミュニ

ティの活性化につながることが期待されています。

奈良市では、子どもたちの教育活動のさらなる充実をめざし、平成１８年度から学校と地域の連

携の強化に取り組んできました。

奈良市における連携事業の経過

平成２１年度から「夢・教育プラン」が全小学校区において実施されるのを機に、二つの連携推

進事業の役割を次のように整理しました。

各学校が個々にめざす方針や教育課題の解決に対して、小学校については小学校区「夢・教育

プラン」協議会で、中学校については中学校区地域教育協議会で取組を進め、学校ごとの教育

活動の独自性を保ちます。

中学校区全体でめざす『育てたい子ども像』や解決したい教育課題、中学校区内における人

①

②

地域

コーディネーター

地域

コーディネーター 地域

コーディネーター

学習支援 部活動支援 環境整備 合同行事

学習支援

環境整備

登下校

安全指導

合同行事

など

ふれあい

夢スクール

子ども居場

所づくり

学習支援

環境整備

登下校

安全指導

合同行事

など

ふれあい

夢スクール

放課後子ども教室

コーディネーター

放課後

子ども教室

登下校安全

指導

「夢・教育プラン」コーディネーターが把握している小学校区の人材情報を地域コーディネーター

が中学校区の人材バンクとして集約し、各校園の求めに応じて人材の紹介を行います。

地域コーディネーターと「夢・教育プラン」コーディネーターの連携のもとに、各校園が必要とする

人材の募集を行います。

図書室の貸出業務菊づくり
古い机・いすの廃棄作業

プール掃除

小中の連携による人材の募集と共有化

平成１８年度 「夢・教育プラン」の策定

平成１９年度 「夢・教育プラン」モデル校事業（５小学校区）、放課後子ども教室（５小学校区）

平成２０年度 「夢・教育プラン」モデル校事業（１０小学校区）、放課後子ども教室（１０小学校区）

学校支援地域本部事業（全中学校区）

平成２１年度 「夢・教育プラン」（全小学校区）、放課後子ども教室（１７小学校区）

（予定） 学校支援地域本部事業（全中学校区）

中学校区全体でめざす『育てたい子ども像』や解決したい教育課題、中学校区内における人

材の募集・共有、小中の合同行事などについては、中学校区地域教育協議会で協議します。

中学校区地域教育協議会には「中学校のことについて」協議する中学校会議と、「中学校区全

体にかかわる事がらについて」協議する全体会議の２つがあります。必要に応じてそれぞれの

会議を開催してください。

②

③

①

②

◆問い合わせ先◆
〒６３０－８５８０
奈良市二条大路南一丁目１番１号

小学生を対象に、学校体育館や図
書室等の部屋を利用して、放課後の

中学校区を単位として、地域全体
で学校教育を支援する体制づくりを
推進します。（国の委託事業）

小学校を活動拠点として、地域社
会全体で子どもを育んでいく仕組み
づくりを行います。（市の事業）

「夢・教育プラン」

放課後子ども教室

学校支援地域本部事業

とんど
古い机・いすの廃棄作業

プール掃除

学校支援地域本部事業、「夢・教育プラン」、放課後子ども教室の全市的な推進を図るために

「奈良市地域学校連携推進委員会」を設置し、事業計画や進行管理、事業評価等についての

総合的な検討を行います。

各校区の協議会やコーディネーターの支援を行うため、サポートセンターの設置を進めていま

す。

地域人材等の情報提供や、コーディネーターの支援などにおいて公民館との連携を積極的に

進めていきます。

放課後子ども教室は、全小学校区での

実施に向けて、各校区に応じた取組を

進めていきます。

行政の役割

◆

◆

◆

◆

奈良市市民活動部生涯学習課
TEL ： ０７４２－３４－５３６６
FAX ： ０７４２－３４－４７６４
E-mail ： shougaigakushuu@city.nara.lg.jp

書室等の部屋を利用して、放課後の
時間に地域の方の参画を得て活動
を行います。（国の補助事業）

放課後子ども教室

（資料２７－１）



２ 「夢・教育プラン」の趣旨と仕組み ３ 学校支援地域本部事業の趣旨と仕組み

学校支援地域本部は、学校の教育活動を支援する“地域につくられた学校の応援団”といえま

す。つまり、学校が地域の方々の支援を得て行ってきたこれまでの取り組みをさらに発展させて

組織的なものとし、学校のニーズと地域の力をマッチングしてより効果的な学校支援とすることに

より、教育の充実を図ろうとするものです。あわせて本事業では、地域ぐるみの取組が、地域の

教育力の向上、教育環境の充実につながることも期待されています。

奈良市では、現在、「開かれた学校づくり」をすすめ、様々な教育活動に地域の方からの

支援をいただいています。また地域においては、放課後、土・日・休業日の地域の子どもの

健全育成のために多くの活動が活発に実施されています。

しかし、課題としては、指導者や関係者どうしの情報が伝わりにくく、お互いの連携という

点においては、十分な状況とはいえません。

「夢・教育プラン」の趣旨

学校支援地域本部の趣旨

「夢・教育プラン」は、学校や地域が同じテーブルについて、地域の子どもたちの成長や課

題、これまでの学校や地域の取組について情報交換し合います。

そして、課題があれば一緒に考える、連携できる内容であれば協力し合う、協力していた

だける人があれば紹介するなど、連携・協働することにより教育ネットワークを広げ、よりよ

い教育環境づくりをめざします。また、そのことが学校・地域の活性化へとつながります。

個別の学習支援

クラブ活動の支援

子どもの見守り活動

土・日

行事の支援

教科指導の支援

スポーツ活動

ボランティア体験活動

野外体験活動
伝統文化体験活動

学校

地域

◆ふれあい夢スクール事業

◆スクールサポート事業 など

◆放課後子ども教室推進事業

◆子どもの居場所作り事業

◆公民館事業 など

協協協協

働働働働

既存事業

既存事業

授業 放課後

連連連連

携携携携

協議会を核にした体制づくりであることなど、「夢・教育プラン」とよく似た仕組みです。対象とす

る範囲を中学校区とし、中学校やその校区内の小学校、幼稚園の求めに応じて支援活動を行い

ます。

学校支援地域本部の仕組み

協議会で話し合い 支援の仕組み方針の決定

学学学学 校校校校 支支支支 援援援援 地地地地 域域域域 本本本本 部部部部

調整調整調整調整

地域コーディネーター地域コーディネーター地域コーディネーター地域コーディネーター

○○○○学習支援学習支援学習支援学習支援

学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア

学校園学校園学校園学校園

小学校小学校小学校小学校

中学校中学校中学校中学校

幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園

協力依頼協力依頼協力依頼協力依頼

支援活動支援活動支援活動支援活動

中学校区中学校区中学校区中学校区地域教育協議会地域教育協議会地域教育協議会地域教育協議会

地域教育協議会事務局

スタッフ

全体会議

組織は「夢・教育プ
ラン」協議会に準じ
た構成になります

①①①①

③③③③

②②②②

【各組織の役割など】

地域教育協議会・・・地域教育協議会・・・地域教育協議会・・・地域教育協議会・・・学校支援地域本部においてどのような支援を行っていくかといった方針などについて

学校と地域が話し合い、企画、立案を行います。

地域コーディネーター・・・地域コーディネーター・・・地域コーディネーター・・・地域コーディネーター・・・学校支援ボランティアに実際に活動を行ってもらうなど、学校とボランティア、ある

いはボランティア間の連絡調整などを行います。

学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援活動の担い手となります。支援活動には、ある程度の専門性が必要な

①

②

③

「夢・教育プラン」は、小学校区において、学校・家庭・地域の連携の強化をめざす仕組み

で、学校・園と「夢・教育プラン」に賛同する各種団体、個人等で組織された「夢・教育プラン」

協議会を中心として取組がすすめられます。

「夢・教育プラン」の仕組み

地域

《《《《教育支援に意欲のある地域住民教育支援に意欲のある地域住民教育支援に意欲のある地域住民教育支援に意欲のある地域住民》》》》

○○○○学習支援学習支援学習支援学習支援

○部活動指導○部活動指導○部活動指導○部活動指導

○環境整備○環境整備○環境整備○環境整備

○子どもの安全確保○子どもの安全確保○子どもの安全確保○子どもの安全確保

○学校行事等の支援○学校行事等の支援○学校行事等の支援○学校行事等の支援

参参参参 画画画画

地域ぐるみ、社会総がかり地域ぐるみ、社会総がかり地域ぐるみ、社会総がかり地域ぐるみ、社会総がかり

小学校小学校小学校小学校

幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園

支援活動支援活動支援活動支援活動スタッフ
会議 た構成になります

小学校区「夢・教育プラン」協議会

○全体会議の運営・事務

○情報収集と広報

○連絡調整 など

「夢・教育プラン」協議会事務局

○情報交換や、方針等についての協議

○年間計画立案

○進行管理・事業評価 など

全

体

会

議

自治会関係者・ＰＴＡ関係者

青少年育成団体関係者

学校関係者・公的機関関係者

など夢・教育プランに関わる

全ての人・団体

①①①①

②②②②

③③③③

【各組織の役割など】

「夢・教育プラン」協議会・・・「夢・教育プラン」協議会・・・「夢・教育プラン」協議会・・・「夢・教育プラン」協議会・・・「夢・教育プラン」に関わる全ての団体・個人の参加による全体会議と、

必要に応じて関係者によって開催されるスタッフ会議により事業を進めます。

「夢・教育プラン」協議会事務局・・・「夢・教育プラン」協議会事務局・・・「夢・教育プラン」協議会事務局・・・「夢・教育プラン」協議会事務局・・・全体会議の運営、日常的な情報収集、連絡調整などを行いま

す。

①

②

③

学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援ボランティア・・・学校支援活動の担い手となります。支援活動には、ある程度の専門性が必要な

ものから、特に資格や経験等がなくてもできるものまで幅があります。学校の仕組みや教育方針等をよく理

解した上で、子どもの教育に意欲と関心を持って主体的に参加していくことが大切といえます。

③

奈良市では「夢・教育プラン」と学校支援地域本部のそれぞれの特長を生かし、主に幼稚園

から小学校、中学校までを通して、子どもたちを地域ぐるみで支援できる体制づくりをめざします。

４ 二つの事業による連携強化の体制づくり

「夢・教育プラン」

中学校区を範囲とするので、広い範囲から多様
な人材（ボランティア）を得やすい。

対象を小学校区とするので、範囲は自治会等とも
一致する校区が多く、顔見知りも多いなど地域に
密着した連携がしやすい。

学校支援地域本部

幼
稚
園

小
学
校

中
学
校

高

校

大

学

保
育
園

Ｐ
Ｔ
Ａ

自
治
会

Ｎ
Ｐ
Ｏ

地
域
の

各
種
団
体

個
人
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア

企

業

公
共
施
設

○年間計画の進行管理

○各事業の打ち合わせ及び評価

ス
タ
ッ
フ

会
議

協議会事務局・必要に応じて各

事業担当者 など

コーディネーター・担当教員

ボランティアなど

小学校担当教員

コーディネーター「夢・教育プラン」

コーディネーター

○進行管理・事業評価 など

「夢・教育プラン」コーディネーターと小学校担当教員・・・「夢・教育プラン」コーディネーターと小学校担当教員・・・「夢・教育プラン」コーディネーターと小学校担当教員・・・「夢・教育プラン」コーディネーターと小学校担当教員・・・小学校区ごとに配置し、地域と学校の窓

口となって総合的な調整を行います。

③



（資料３０－１）

　待機児童の推移と保育園新設状況

年号ー　月 　待機児数 　待機児数 　新規開設 既設

　（市内全） （第１除外） 保育園数

Ｈ１７－０３ 629 444 39
Ｈ１７－０４ 430 362 39

３園　２１０人 42
Ｈ１７－１０ 237 179
Ｈ１８－０３ 393 248

２園　１５０人 43 （１園定員増）
Ｈ１８－０４ 80 46
Ｈ１８－１０ 170 111
Ｈ１９－０３ 290 194

１園　　６０人 43 （定員増）
Ｈ１９－０４ 130 73
Ｈ１９－１０ 195 106
Ｈ２０－０３ 311 207
Ｈ２０－０４ 180 126
Ｈ２０－１０ 197 119
Ｈ２１－０３ 292 180

１園　１００人 44
Ｈ２１－０４ 125 65
Ｈ２１－１０ 205 117

※（第１除外）は、「第１希望のみ（第1希望の園しか書いていない）」を除いた数

H21.10.26 保育課



平成２１年３月時の平均年齢 43 歳

平成２０年度　決算額（給料・諸手当・共済費） 3,497,588,051 円

対象人数 668 人

１人あたり 5,235,910 円

※上記、決算額には保育所費にかかる職員が対象のため、

保育士のみの数字ではありません。

公立保育園に勤務する職員（非常勤職員を含む）の状況

（資料３１－１）
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奈良市少子化対策推進本部設置要領  

 

 (目的及び設置 ) 

第１条 次代を担う子どもたちが健やかに育つ社会の実現に向け、庁内関係部局間

の連携を確保し、少子化対策を総合的かつ効果的に推進するため、奈良市少子

化対策推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。  

(所掌事務 ) 

第２条 推進本部は、次に掲げる事務を行う。  

(１ ) 少子化対策推進のための企画、連携及び調整に関すること。  

(２ ) 奈良市次世代育成支援行動計画の策定及び推進に関すること。  

(３ ) その他前条の目的を達成するために必要なこと。  

 (組織 ) 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。  

２ 本部長は、市長をもって充てる。  

３ 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。  

４ 本部員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。  

(本部長及び副本部長 ) 

第４条 本部長は、推進本部を総括する。  

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、本部長があらかじ

め指名する副本部長がその職務を代理する。  

(会議 ) 

第５条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 

(幹事会 ) 

第６条 推進本部に、その所掌事務の細部にわたる事項についての調査研究及び素

案の作成を行わせるため、幹事会を置く。  

２ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。  

３ 幹事長は、保健福祉部理事をもって充てる。  

４ 副幹事長は、子育て課長及び教育総務課長をもって充てる。  

５ 幹事は、別表第２に掲げる者をもって充てる。  

(幹事会の運営 ) 

第７条 幹事長は、会務を総理する。  

２ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるときは、幹事長があらかじ

め指名する副幹事長がその職務を代理する。  

３ 幹事会は、幹事長が招集し、幹事長が議長となる。  

(作業部会 ) 

第８条 幹事会に、その所掌事務に関する作業を行わせるため、作業部会を置く。 

２ 作業部会の責任者は子育て課長をもって充て、部会員は幹事会の副幹事長及び

幹事が所属する課の職員の中から、当該課の所属長が指名する者をもって充て

る。  
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(関係者の出席等 ) 

第９条 本部長及び幹事長は、議題により必要な本部員又は幹事のみを招集して会

議を開き、また必要に応じ、本部員又は幹事以外の者の出席を求めて、説明又

は意見を聴くことができる。  

(庶務 ) 

第１０条 推進本部の庶務は、子育て課において処理する。  

(その他 ) 

第１１条 この要領に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本

部長が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要領は、平成２０年９月２９日から施行する。  

（奈良市次世代育成支援対策の実施に関する計画庁内策定委員会設置要領の廃

止）  

２ 奈良市次世代育成支援対策の実施に関する計画庁内策定委員会設置要領（平成

１５年１１月６日施行）は、廃止する。  

   附 則  

 この要領は、平成２１年６月８日から施行する。  
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別表第１ (第３条関係 ) 

推進本部本部員  

消防局長 保健所長 

市長公室長 環境清美部長 

企画部長 観光経済部長 

総務部長 都市整備部長 

市民生活部長 建設部長 

市民活動部長 教育総務部長 

保健福祉部長 学校教育部長 

 

別表第２ (第６条関係 ) 

推進本部幹事会幹事  

消防局総務課長 福祉医療課長 

人事課長 保育課長 

企画政策課長 保健予防課長 

交通政策課長 健康増進課長 

財政課長 まち美化推進課長 

病院事業課長 商工労政課長 

市民活動推進課長 公園緑地課長 

生涯学習課長 道路維持課長 

文化・スポーツ振興課長 住宅課長 

人権施策課長 教育企画課長 

男女共同参画課長 学校教育課長 

福祉総務課長 学務課長 

障がい福祉課長 青少年指導課長 

 



（資料３３－１） 

 
２－６－１ 医療体制の充実について 
 
※添付資料 
１、患者数 

診療所名 単位（人） 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

田原診療所 患者数 2,809 2,047 1,894 

柳生診療所 患者数 3,439 2,724 4,089 

月ヶ瀬診療所 患者数 7,587 7,873 7,463 

都祁診療所 患者数 13,248 12,883 11,735 

 
２、人員体制 

診療所名 
医 師 非 常 勤

医師 
看護師 事 務 医 療 事

務 
臨 時 技

師 
臨 時 看

護師 

田原診療所 1 人  1 人 1 人    

柳生診療所 1 人  1 人 1 人    

月ヶ瀬診療所 1 人  1 人 1 人 1 人  1 人 

都祁診療所 1 人 1 人 3 人 2 人 1 人 1 人 1 人 

 
３、東部地域医療機関名 

医療機関名  住    所 
塩田医院 民 間 奈良市比瀬町３５８－１ 
田原診療所 市 立 奈良市横田町３３６－１ 
柳生診療所 市 立 奈良市邑地町２７８６ 
月ヶ瀬診療所 市 立 奈良市月ヶ瀬尾山２７９０ 
都祁診療所 市 立 奈良市都祁白石町１０８４ 

 



（資料４０－１） 

 
 
 「富山市バイオマスタウン構想」 
 →富山市ホームページに掲載されています。 

http://www7.city.toyama.toyama.jp/policy/public/baio.pdf 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料４０－２） 

 
 
 「法定外目的税の活用（ドイツ／アーヘン）」 
 →「チームマイナス６％ －みんなで止めよう温暖化－」のホームページに掲載さ

れています。 
http://www.team-6.jp/teitanso/about/world/aachen/ 



（資料５５－１）

年齢 総数 就業者数

15 ～ 19 歳  10,240 1,471

20 ～ 24 歳  12,434 6,966

25 ～ 29 歳  11,664 7,754

30 ～ 34 歳  14,232 7,482

35 ～ 39 歳  13,237 6,615

40 ～ 44 歳  12,308 7,098

45 ～ 49 歳  11,676 7,151

50 ～ 54 歳  13,669 7,566

55 ～ 59 歳  16,709 7,748

60 ～ 64 歳  14,282 4,086

65 ～ 69 歳  11,393 2,043

70 ～ 74 歳  9,855 1,075

75 ～ 79 歳  8,103 581

80 ～ 84 歳  5,754 249

85 歳 以 上  5,708 75

小 計  171,264 67,960

39.7%

奈良市女性の就業者率



（資料５５－２）

年齢 総数 家事人口
同年齢層の有配偶者で「家

事」人口が占める割合
家事以外人口比率 小計

15 ～ 19 歳  57 43 75% 25% 100%

20 ～ 24 歳  700 458 65% 35% 100%

25 ～ 29 歳  3,655 2,062 56% 44% 100%

30 ～ 34 歳  8,544 5,159 60% 40% 100%

35 ～ 39 歳  9,568 5,493 57% 43% 100%

40 ～ 44 歳  9,625 4,337 45% 55% 100%

45 ～ 49 歳  9,552 3,773 39% 61% 100%

50 ～ 54 歳  11,281 5,141 46% 54% 100%

55 ～ 59 歳  13,477 7,295 54% 46% 100%

60 ～ 64 歳  11,033 6,740 61% 39% 100%

65 ～ 69 歳  8,066 4,589 57% 43% 100%

70 ～ 74 歳  5,845 2,877 49% 51% 100%

75 ～ 79 歳  3,686 1,598 43% 57% 100%

80 ～ 84 歳  1,515 501 33% 67% 100%

85 歳 以 上  502 109 22% 78% 100%

小 計  97,106 50,175

51.7%
・・・全有配偶者のうち全「家事」人口

※ただし６５歳以上は、非労働力人口（「家事」・「通学」・「その他」）のうち
「その他」に含まれる数が１０％を超えている

奈良市有配偶者(女性)　各年齢層ごとの「家事」人口割合

75%
65% 56% 60% 57%

45% 39% 46% 54% 61% 57% 49% 43%
33%

22%

25%
35% 44% 40% 43%

55% 61% 54% 46% 39% 43% 51% 57%
67%

78%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

年齢

各年齢ごとの「家事」人口割合

家事以外人口比率

同年齢層の有配偶者で「家事」人口が占める割合



（資料５５－３）

奈良市有配偶者(女性)のうち「家事」人口が占める割合

年齢 総数 家事人口 「家事」人口を１とした場合の内訳

15 ～ 19 歳  57 43
0.1%

20 ～ 24 歳  700 458
0.9%

15～19歳 0.1%

20～24歳 0.9%

25～29歳 4.1%

30～34歳 10.3%

35～39歳 10.9%

40～44歳 8.6%

45～49歳 7.5%

50～54歳 10.2%

55～59歳 14.5%

60～64歳 13.4%

65～69歳 9.1%

70～74歳 5.7%

75～79歳 3.2%

80～84歳 1.0%

85歳以上 0.2%

「家事」人口の内訳

15～19歳 20～24歳

25～29歳 30～34歳

35～39歳 40～44歳

45～49歳 50～54歳

55～59歳 60～64歳

65～69歳 70～74歳

75～79歳 80～84歳

85歳以上

0.9%

25 ～ 29 歳  3,655 2,062
4.1%

30 ～ 34 歳  8,544 5,159
10.3%

35 ～ 39 歳  9,568 5,493
10.9%

40 ～ 44 歳  9,625 4,337
8.6%

45 ～ 49 歳  9,552 3,773
7.5%

50 ～ 54 歳  11,281 5,141
10.2%

55 ～ 59 歳  13,477 7,295
14.5%

60 ～ 64 歳  11,033 6,740
13.4%

65 ～ 69 歳  8,066 4,589
9.1%

70 ～ 74 歳  5,845 2,877
5.7%

75 ～ 79 歳  3,686 1,598
3.2%

80 ～ 84 歳  1,515 501
1.0%

85 歳 以 上  502 109
0.2%

小 計  97,106 50,175 1

51.7%
・・・全有配偶者のうち全「家事」人口



（資料５７－１） 
 
 
財）奈良県ビジターズビューロー 
http://www.kcn.ne.jp/~info-ncb/top.html 
 
 
財）奈良の鹿愛護会 
http://naradeer.com/ 
 
 
なら・観光ボランティアガイドの会 
http://www.e-suzaku.net/ 
 
 
奈良Ｓ．Ｇ．Ｇクラブ 
http://narashikanko.jp/sgg/jap.html 
 
 
奈良ＹＭＣＡ善意通訳ガイド（ＥＧＧ） 
http://www4.kcn.ne.jp/~eggymca/egghomepage.html 
 
 
奈良学生ガイド 
http://www.narastudentguide.org/ 
 
 
平城宮跡サポートネットワーク 
http://www.heijyonet.org/ 



（資料６０－１） 

 
 
 
 「大和野菜」 
 →奈良県ホームページに「大和野菜公式紹介ページ」があります。 

http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-2767.htm 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



（資料６０－２）





（資料６１－１）

農 業 等 金属鉱業 建 設 業 製 造 業 卸･小売業 銀行･信託業 証 券 業

２０年度 調定額 652,400 0 225,670,500 485,071,900 453,066,400 112,856,200 109,941,500

全体に占める割合 0.0% 0.0% 7.8% 16.7% 15.6% 3.9% 3.8%

単位：円

その他金融 電気･ガス

保 険 業 不動産業 運輸通信業 水    道 サ－ビス業 そ の 他 合　　計

保険媒介等 熱供給業

２０年度 調定額 340,510,600 22,627,500 167,115,500 406,039,700 65,492,600 519,054,000 0 2,908,098,800

全体に占める割合 11.7% 0.8% 5.7% 14.0% 2.3% 17.8% 0.0% 100.0%

平成２０年度法人市民税  法人税割額　業種別調定額

     　業  種

  期　間

     　業  種

  期　間



（資料７６－１）

児童扶養手当支給区分別件数

平成21年3月時点

申請者数 A+B+C+D 3,246

受給者数 A+B 2,908

全部支給 A 1,916

一部支給 B 992

支給停止者数 C+D 338

本人所得 C 222

扶養義務者所得 D 116



人口・世帯数
男
女

合計

１　生活保護

２　児童・母子福祉

３　障がい者（児）福祉

４　高齢者福祉

５　介護保険 要支援１ 要支援２
（平成２１年３月末日現在） １，８１８人 ２，００５人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
１，２９３人 ２，２６９人 ２，０７２人 １，４０９人 １，０５９人
　　　　　　うち６５歳以上　　１１，５９０人
　　　　　　うち４０～６４歳　　　　 ３３５人
　　　　　　合　　　　計　　　　１１，９２５人

　５６,９２５人

身体障がい者

（      )  ………………停止中の者再掲

うち６５歳以上　　　２,１４７　人

計
４，８０９人

知的障がい者

母子世帯（人）

２，６６５人
私　　立

人　　　口

６　社会福祉協議会
登録ホームヘルパー

８５人

うち７０歳以上 　 　７，００５　人

７０歳以上　７,００５人

女　３３,２８５人

６５歳以上 ７０歳以上

３７１クラブ

　８２,６７７人

４，１５６世帯

福　　　祉　　　状　　　況　　　調
平成２１年４月 １日現在

１５１，９６５世帯

被保護者

世帯数
１７４，３３４人
１９４，２５８人

保護世帯

３６８，５９２人

うち生活保護世帯数（人）　　
５９８世帯（１，６１１人）３，５６８世帯（８，７６５人）

公　　立
２，１４４人

うち７０歳以上　　　１,５０４　人
(  ２２　)   

２１,５７２人

ひとり暮らし老人 万年青年クラブ

　男　３５，７５６人 男　２３,６４０人 男　　　１５人
　女　４６，９２１人 女　　　９２人

（資料７６－２）

　１０７人

　１２，６７２人 　１,９０５人

１００歳以上

　５８人
　３１人

うち６５歳以上　　　８，５２３　人

６,４１９　人　　（　３４　）

保　育　所　措　置　児　童



（資料７６－３） 
保護者のみなさんへ  

平成２１年度就学援助について                               

（だいじなお知らせ） 
                        奈良市教育委員会 

奈良市では、小・中学校のお子様が学校で楽しく勉強できるよう、学用品費・給食費・修学旅 
行費・医療費等の保護者が負担した費用の一部を援助する制度を実施しています。 
援助を希望される方は、下記のとおり手続きをしてください。 
 なお、前年度、援助を受けていた方で引き続き援助を希望される方も、新たに手続きが必要です。 
１ 認定基準 

・ 平成２０年度市民税所得割課税額が、年額 １０，０００円以下であり、義務教育に要する費用の

支払いが困難であると認められる、奈良市内の世帯 
（世帯で２人以上に所得がある場合は、所得割課税額の合計額で判定します。 
 租税特別措置法による住宅借入金等特別税額控除等の適用前の額で判定します。） 

・ 特別事情（失業・疾病・災害等）で収入が激減し生計の維持が困難な場合は、ご相談ください。 

２ 援助の内容 
・ 新入学学用品費（小１  19,900 円 中１  22,900 円） 
・ 学用品費年額 （小１ 年額 12,610 円 小２～６ 年額 14,780 円） 
         （中１ 年額 23,880 円 中２～３ 年額 26,050 円） 
・ 学校給食費月額（小 月額 3,900 円 中 月額 4,560 円 を上限に実費分を支給） 
・ 修学旅行費  （小 上限 20,600 円 中 上限 55,700 円） 
・ 校外活動費  （小 上限  3,470 円 中 上限  5,840 円 泊を伴うものが対象で、 

年２回以上ある場合は額の高い１回分のみ支給） 
・ 医 療 費  （学校保健法による学校病の治療費） 

３ 受付期間 
  平成２１年４月６日（月）～５月７日（木） 期間厳守・郵送不可 
  （5

．
月
．
８
．
日以降も随時受付しますが、新入学学用品費ほか一部の援助はありません
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。 
   例：5 月 15 日までの申請→5 月分からの援助、5 月 16 日から 6 月 15 日までの申請→6 月分からの援助。 

申請が遅れるほど援助期間が短くなります。）                                      

４ 受付場所 
  学務課（市役所北棟３階）又はお子様が通っている市立小・中学校 

（出張所・連絡所・行政センターでは申請できません。） 
５ 申請に必要なもの 

・ 印鑑（認め印）、申請者の普通預金通帳、又はキャッシュカード 

・ 平成２０年１月２日以降に奈良市に転入された方は、前住所地の平成２０年度（１９年中所得）

市町村民税課税証明書（課税者全員分 原本で）を必ず添付して申請してください。  
  ※申請用紙は学務課または市立小・中学校にあります。 

６ その他 
・ 生活保護法による教育扶助を受けている家庭は、修学旅行費のみの支給となります。（支給時に学

務課より学校を通して連絡しますので、就学援助申請は不要です。） 
・ 平成２０年度の市民税の申告をしていない場合は、援助できないことがありますのでご注意く

ださい。 
・ 学用品費・給食費は、申請書に記入された銀行口座に学期毎に振り込みます。 

なお、事情により学校を通じて支給する場合があります。 
 ・結果通知（当初申請分）は７月３１日発送の予定です。 
 

お問い合わせ先 
奈良市教育委員会 学務課 
℡     0742-34-1111 内線 4131 4132 
又は     0742-34-4762 (直通) 

 



奈良市まちづくり市民会議（第１回） 市の現況への質問回答 

別添資料 

 
 
 「奈良市次世代育成支援行動計画（概要版）」 
 →「奈良市次世代育成支援行動計画」の本文を、奈良市ホームページに掲載してい

ます。 
奈良市トップページ（http://www.city.nara.nara.jp/）＞奈良市で暮らす＞福祉

(子ども・高齢者・障がい者等)＞子どもの福祉＞お知らせ＞奈良市次世代育成支

援行動計画 
 
 
 「児童扶養手当制度のご案内（平成 21 年度版）」 
 →奈良市役所 子育て課で配布しています。 

 
 
 
 「2009 奈良市の都市計画」 
→奈良市ホームページに掲載しています。 

奈良市トップページ＞奈良市で暮らす＞住まいとまちづくり＞まちづくり＞

奈良市の都市計画＞奈良市の都市計画２００９《平成２１年作成》 
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